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１．防災・減災等の事業を行うための基盤整備に関する目標

①既存小規模高齢者施設等のスプリンクラー整備等整備事業

②認知症グループホーム等防災改修等支援事業

➂社会福祉連携推進法人等による高齢者施設等の防災改修等支援事業

非常用自家発電設備を導入することで、災害による停電発生時に、避難環境を整備するための電源を確保することを目指します。

よって、有事の際に高齢入居者様の生命を脅かす危険性を大幅に回避することが期待出来ます。
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保することで、最低限
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り、安全な避難生活に

対応できるようになり

ます。
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計画名称
認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業

(非常用自家発電設備整備事業分)

都道府県名 静岡県 市町村名 伊豆の国市

交付(予定)額
スプリンク
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（1㎡あた
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④高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業

⑤高齢者施設等の水害対策強化事業

⑥高齢者施設等の給水設備整備事業

⑦高齢者施設等の防犯対策及び安全対策強化事業

⑧高齢者施設等における換気設備の設置に係る経費支援事業
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